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IFRS（国際財務報告基準）対応コンサルティング
～IFRS全面適用にどう備えるか～
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はじめに

IFRS（International Financial Reporting Standards、国際財務報告基準）とは、世界的に承認され遵守されることを目的とし
て、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board、IASB）によって設定される数十からなる会計基準
（後添 参考資料ご参照）の総称であり、EU域内の上場企業をはじめ、IFRS採用国の数は急速に拡大しています。

世界的主要国の大半が、IFRS採用に向かう中、日本においても２０１５年頃の強制適用が検討されています。

金融庁が２００９年６月に公表した中間報告によると、企業がIFRS適用までに要する準備期間は、“少なくとも３年”と示され
ており、効率的かつ有効な準備を行うためには、IFRSの体系的な把握と綿密な計画作りが、何よりも重要になります。

２０１５年の強制適用までの準備期間が少なくとも３年ということは、２０１１～１２年ごろに検討を開始すれば良いということに
なります。

基本的にはそのとおりですが・・・

３年という準備期間はあくまで一般論 今後の企業活動、プロジェクトへの影響の見極め

経営層、関係会社、関係部署への周知、協力への根回し 株主、監査役、会計監査人等社内外関係者へのアピール

通常業務（経理決算業務）と並行したプロジェクト推進 IFRS時代を見据えた経理社員の育成と意欲の形成

“IFRS”はどういうもので、自社グループに対して、どのように、どの程度、どの範囲にまで影響を及ぼすのかの大まかな概要
把握すなわち、「IFRSの体系的理解」と「影響度調査」については、なるべく早期に行っておく必要があります。

少なくとも今、これだけは着手しておいたほうが良い！！
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１． IFRS対応スケジュール
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会計ビッグバン
連結先行
金融商品会計
退職給付会計
減損会計
・・・・・・

東京合意（０７年８月）

２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５

２０１１年６月末までに日本基準とIFRSとの
大きな差異は解消（＝コンバージェンス完了）

棚卸資産の
簿価切り下げ
リース会計
在外子会社
との会計方針
統一
・・・・・・

工事進行基準
資産除去債務
・・・・・・

既に適用済のEU諸国をはじめとして、世界の主要各
国は、アドプションに向けて動いており、日本だけが
取り残される恐れがある。

２００５年より、EU諸国
の公開企業は、IFRSが
強制適用

世界の主要各国の大
多数がIFRS適用に向
けて動いていることを
ふまえ、日本でもアドプ
ションに向けた本格検
討を開始。

２００９年６月
企業会計審議
会が、中間報
告を公表

２０１０年３月期
から、IFRSの
先行適用を容
認

2012年
強制適用の開
始時期を決定
する予定

2015年頃
強制適用開始
（検討中）

実務対応上、必要かつ十分な準備期間（少なくとも３年間）が必要！！

IFRS
環境の変化に合わせて、追加・廃止・変更が随時行われる

企業の
対応

標準的準備期間IFRSの体系的理解、影響度調査
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２．IFRS対応の現状

金融庁の中間報告によれば、IFRS導入のためには少なくとも3年程度の準備期間が必要とされています
が、次のような要因が本格的な準備の開始を妨げています。

ＩＦＲＳと一口に言っても、多数の会計基準が含まれており、なかなか体系的に整理でき
ず、何からどのように手を付けていけば良いか分からない。
ＩＦＲＳそのものがまだ見直し段階にあるものも多くあり、その動きを適時に追っていくことが
できない。

制度側の要因

ＩＦＲＳの要となるべき経理部門責任者（担当者）が経理決算に関わる通常業務、四半期
決算業務、内部統制対応等に時間を取られ、ＩＦＲＳ対応まで手が回らない。
ＩＦＲＳの表現は抽象的なものが多く、自社グループへの影響を測る際の判断が難しい。

企業側の要因

強制適用になるまでには、まだ４～５年の期間が残されている。

一般的要因

対
応
は
先
送
り
に
な
り
が
ち
・・・
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３．IFRS対応の現状の整理

強制適用までにはまだ時間がある・・・

IFRSの体系的理解それでも、今行って
おくべきこと

なぜならば・・・

IFRSは企業活動の様々な領域（決算業務、現業業務、経営管理、ITシステム、組織、グループ会社等）に影響を
及ぼす可能性があり、今後のこのような活動並びにその改善（Ex．システム変更、組織再編）等を行っていく際、
IFRS適用を見据えておく必要がある

“少なくとも３年”という準備期間は、企業の事業内容や規模等によって大きく変わる可能性があり、少なくともその
見極め（Ex．１年で終わるのか、５年かかるのか）は、早期に行っておくべき

経営層や現業部門、システム部門、グループ会社等の様々な関係者の協力がいずれ必要不可欠となるため、そ
の根回しに当たっては入念な事前検討が必要（特に初期段階での経営層へのコミットは最重要）

間際の場当たり的対応ではなく、継続的かつ入念な検討を行うことは、会計監査人の心証を高め、無用な意見相
違、対立を回避しやすくなる

経理部門は、四半期開示や内部統制、頻発する会計基準の見直し等の対応に追われており、じっくり将来を見据
えた検討を行う時間的余裕が乏しく、今後その傾向に拍車がかかる（実際に稼動可能な日数は？？？）

中堅、若手経理マンの今後のキャリア形成上、“IFRS”は欠くことのできないキーワードであり、基準の背景や改編
の流れ等もふまえた知識の積み上げは、１日でも早く行っておくべき（IFRSが企業活動の大前提となる時代へ）

IFRS対応中期計画策定

自社グループへの影響の概要把握
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４．IFRS対応の全体像

フェーズ1

フェーズ2

フェーズ3

フェーズ4

フェーズ5

フェーズ6

・基本調査
・全般概要調査（影響度調査 Ⅰ）
・項目別詳細調査（影響度調査 Ⅱ）

フェーズ1の影響度調査結果に基づき、強制適用に向け
た過不足のないスムーズな移行、最適なソリューション開
発に資するIFRS対応計画策定

（想定される課題）
システム 業績管理 グループ間統一 内部統制 社員教育 規程・マニュアル 業務改善、効率化
決算早期化 IR戦略 海外対応 実運用 等

（想定される論点）
財務諸表作成 連結仕訳 外貨換算 棚卸資産 有形固定資産 研究開発費 のれん 減損会計
リース会計 金融商品会計 デリバティブ ヘッジ会計 退職給付会計 税効果会計 引当金
ストックオプション 企業結合 収益計上 包括利益 1株当り利益 C/F計算書 セグメント情報 開示 等

（想定されるソリューション）
IFRS対応システム IFRS対応連結決算処理体制 IFRS対応マニュアル IFRS対応業績管理体制
IFRS対応人材育成体制 IFRS対応IR戦略 業務の改善、効率化 シェアードサービス

IFRSの体系的理解

影響度調査

IFRS対応中期
計画策定

課題抽出、
対応策検討

グループ統一（IFRS対応）
会計基準策定検討

ソリューション
開発

テスト運用

本番適用フェーズ7

フェーズ0
・IFRSの概要に関する勉強会
・新たな情報（日本基準の改定、IFRSの改訂等）のキャッ
チアップ

改
正
さ
れ
続
け
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
理
解

会
計
監
査
人
と
の
協
議

使用ツール、成果物

ＩＦＲＳ理解のための各種参考資料を
随時ご提供

IFRS対応のグランドストラテジー作成
影響度調査シートに基づく影響度調査
IFRS基準による（仮）財務諸表の作成

IFRS対応計画の作成

影
響
度
調
査
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コンサルティングの必要性
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１．コンサルティングの必要性

PJ推進リーダー（経理部門）

IFRS対応 通常業務

☆IFRSの理解
-基準の整理・読み込み

-改定状況の把握・読み込み

-あいまいな記述の解釈

☆影響度の把握

-自部署への影響

-自部署外の部署への影響

-関係会社への影響

-システムへの影響

-業績への影響

-業績管理制度への影響

-組織、権限への影響

-進捗中（開始予定）のプロジェク
ト等への影響

-経営者への報告

☆経理決算業務

-日常経理業務

-四半期決算業務

-年度決算業務

-内部統制対応業務

-業績管理、報告業務

-関係会社管理業務

-監査法人対応業務

-決算準備業務

-例外事項検討、対応業務

-新会計基準対応業務

企業グループ

子
会
社

子
会
社

子
会
社

営
業
部
門

製
造
部
門

○
○
部
門

シ
ス
テ
ム
部
門

経営層

監査役、内部監査部門

監
査
法
人

IFRS対応PJの推進リーダーは、PJの性質上、一定の経験を有する経理部門社員以外に設定することは現実的ではありま
せん。その結果、多忙な通常業務と並行して、自己学習並びに様々な関係者との調整を行う必要が出てきます。
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２．コンサルティング内容（例 影響度調査編）

IFRS対応全般、すなわち、例えば以下のような業務の遂行を全面的かつ機動的にサポートすることが可能です。

IFRSの内容理解のサポート（各種資料提供、勉強会の開催）

IFRSの改定状況等最新情報に関するサポート

IFRSのあいまいな記述に関する解釈への助言

独自の影響度調査ツールを使用した多面的影響度調査（全般概要調査）

独自の影響度調査ツールを使用した多面的影響度調査（項目別詳細調査）

IFRS基準による（仮）財務諸表の作成とギャップ分析

影響度調査結果に基づく計画策定

委員会、分科会の組成、メンバー選定、運営等のサポート

経営層、現業部門等各関係者との利害調整

※具体的なコンサルティング内容は、上記に関わらず、貴社と協議の上、ご要望に応じて決定させて頂きます。

～IFRSの体系的理解～

～影響度調査、IFRS対応中期計画策定～

～プロジェクト推進～
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３．日本総研のサポート体制とご活用頂くメリット

IFRS対応プロジェクトの核は会計基準の問題、すなわち、経理・決算処理の問題であることは間違いありま
せんが、前述のとおり、その影響は経理・決算業務だけに留まるものではなく、企業活動全般に様々な影響
を及ぼす可能性を孕んでいます。

体系的、計画的かつ効率的で有効な対応を行うためには、多面的かつ長期的視点に立った高度なプロジェ
クト推進が不可欠であり、その為には、会計やシステム等の各論を含めた全社的大戦略すなわちグランドス
トラテジーが何よりも重要です。

日本総研は、特化型コンサルティングファーム（ITベンダー系、会計・監査法人系等）とは異なる総合力でプ
ロジェクト推進をサポートします。

また、IFRSに関して豊富な経験と知見を有する公認会計士による充実した専門的サポートも実施します。
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４．IFRS対応Q&A
Question Anser

IFRSに関しては、これまで特に何も準備していないが・・・ IFRSの基本部分を体系的に、丁寧にサポート致します。

セミナーに行ったり、本や雑誌を読んだりして、大変そうだ
とは聞いているが、本当にそうなのか・・・

事業内容や規模等に応じて、影響度は様々であり、必ずしも全
ての企業が大変な作業を強いられるわけではないと考えてい
ます。無責任な声に振り回されることなく、しっかりと自社グ
ループへの影響度を見極め、グランドストラテジーを構築する
ことが何より大切です。

少なくとも3年の期間が必要とのことだが、わが社でもそう
なのか・・・

“少なくとも3年”という期間は、諸外国の先行事例等に基づくも
のとされていますが、上述の影響度と同様、事業内容や規模等
によって様々です。

経団連が2009年4月に公表したアンケート結果によれば、3年
では短すぎるという声も複数見受けらます。

いずれにせよ、しっかりと自社グループへの影響度を見極める
ことが大切であることに変わりはありません。

経理部門に任せておけばよい、というのが経営層を含め
た社内のムードだが・・・

本当に経理部門だけで対応可能なのかどうかを見極めるのが
何よりも大切です。影響度評価結果や、IFRS基準で作成した財
務諸表を実際に目にして頂くと、その見極めが可能になります。

経理部門は限られた人員しかおらず、とてもこのような検
討をできるような状況ではない・・・

経理部門のような管理間接部門のスリム化は、今後も継続され
る傾向にある一方、IFRSのような膨大、専門的かつ新たな概念
への対応を自社だけで独自に行うことは、極めて非効率であり、
専門家を上手く活用することがトータルコストの削減と有効な企
業運営に資するものと考えます。
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５．ご契約までの流れ

事前ご相談（1～3回程度） 企画書のご提示 契約のご締結

・IFRS対応全般に関する意見交換
・貴社の現況把握
・日本総研のソリューション紹介
・その他ご懸念事項全般のすり合わせ

事前のご相談内容に基づき、
貴社のご要望に沿った
コンサルティング企画書（※）
をご提示します

（※）コンサルティング内容、範囲、体制、
期間並びにコンサルティング報酬等
必要事項を明示したもの

企画内容をご承諾後正式に
コンサルティング契約を締結します

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
活
動
開
始

契約のご締結までは、お客様の費用は発生しません。

お問合せ／ご相談内容等入手した資料や情報の秘密は厳守します。

本件に関するご不明点、ご意見、ご要望等ございましたら、いつでもご遠慮なく最終頁記載のお問い合わせ先
までお気軽にご連絡下さい。
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